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はじめに

　第 2 次世界大戦後、わが国の経済は疲弊し、産業界において世界と競争する
のは不可能に考えられていた。
　しかし、朝鮮戦争の勃発による特需によりトヨタ自動車をはじめとする企業群
は、苦境を乗り越えて新たな成長軌道に乗り、高度成長期を迎えることとなっ
た。しかし、オイルショックを迎え、多くの企業が経営の困難に直面した。この
ような状況の中で、トヨタ自動車は比較的高業績をあげて注目を浴びた。特に、
生産システムは、トヨタ生産方式として世に知らしめられた。急激な需要の減少
の中で、トヨタは一定の利益を上げたのに対して、他の企業は多くの在庫を抱え
業績の低迷を招いた。トヨタが需要に機敏に対応できたのは、大野耐一氏等が開
発した、トヨタ生産方式が、短生産期間と効率の向上を同時に実現する生産シス
テムであったからである。
　生産期間課題は、20 世紀の初め、フォードがT型フォードの生産のために単
一品種・大量生産のために作り上げた同期管理システム（フォードシステム）で、
取り上げられ、鉄鋼の投入から自動車としての完成まで 81 時間という、驚異の
成果を得た。しかし、その後の消費者の多様な製品への要求は、多品種大量生産
というGMのスローンシステムに取って代わられ、生産期間課題を忘却しコスト
低減を第一義とした大量生産システムが出現することとなり、現代生産システム
のメインストリームとなった。
　オイルショックは、大量生産が主流であった産業界の中で異端であったトヨ
タ生産方式の優位性を示す端緒となった。1978 年に刊行された、大野耐一氏の

『トヨタ生産方式』は、その理念について初めて明らかにした。トヨタ生産方式
は、徹底したムダの排除のために、ジャスト・イン・タイムと、自働化を柱と
し、作業・工程・管理システムで、より高度な品質（Quality）、より少ない原価

（Cost）、より素早い顧客対応（Delivery）を実現した。トヨタ生産方式は、そ
の後異業種へも展開され大きな成果を得、国外においてもJIT（Just-In-Time）
と称され関心がそそがれ、適用が進んだ。
　本書は、この時期に筆者が、熊谷智徳教授の指導を仰ぎ、学位論文として取り
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組んだ『生産期間に関する研究』（名古屋工業大学、1990（平成 2）年）が基となっ
ている。筆者はこの期間、生産システム研究上で、生産期間課題が、従来の研究
の中で未解明であることとともに、その重要性を痛感した。同時に、当時、日本
経営工学会中部支部の事務局の補助をしていた関連で、トヨタ自動車の大野耐一
氏、のちにNPS研究会を立ち上げる鈴村喜久男氏、現在ムダ取りの第一人者と
される山田日登志氏ら、トヨタ生産方式の創始者や実践者と知遇を得る機会を与
えられた。
　その後も、プラザ合意による円高ショック、バブル期や、リーマンショック
等、経済を取り巻く状況は、変化したが、トヨタ自動車のみならず、工業分野
や、さらにサービス産業等で、独自に進化を遂げた。
　本書では、特に、生産期間課題について取り上げ、その定義、構造、短縮方策
について、工程系、管理系、作業系から検討をした。第 1 章では、生産期間の
定義と研究の意義を、従来の研究成果を基に体系化した。第 2 章では生産期間
短縮の効果と生産期間増大の理由と短縮方策について検討した。第 3 章では生
産管理システムについて検討し、トヨタ生産方式とMRPとの比較と、異業種で
の展開、第 4 章では工程構造からみた生産期間短縮方策について、第 5 章では
生産期間と作業システムについて研究し、標準作業や、多工程持ち生産システム

（以下、単に多工程持ちという）で必要とされる歩行を伴う立位作業姿勢が、作
業能率、自覚疲労、身体に与える影響を検討し、生産期間短縮のひとつの鍵とな
る段取り時間短縮について検討した。第 6 章では、近年注目を浴びているセル
生産方式が、多工程持ちの異業種展開に過ぎないことを明らかとした。
　本書が、前記学位論文を基に社会・経済状況の変化の中で、トヨタ生産方式を
始めとして、生産期間短縮と、社会・顧客貢献を果たしながら、企業利益の増大
を目指した生産システムについての果断のない研究の連続の成果であることを切
望し上梓するものである。
　生産期間課題は、生産システムを評価する上で極めて重要であることが読者諸
氏に理解されればこの上もない喜びである。

　2012 年 8 月
熊澤　光正
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